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本資料は、2026年7⽉31⽇時点の状況に基づいております
本資料は、エフラグ（EFRAG）等から⼀般に公表された資料に関するサステ
ナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局の理解に基づき作成していますが、そ
の正確性、完全性及び最新性を保証するものではありません
本資料は、⼀般的な情報提供を⽬的として作成されたものであり、個別の状
況について専⾨的助⾔を提供するものではありません
本資料のご利⽤にあたっては、利⽤者ご⾃⾝の判断及び責任において⾏って
いただきますようお願いいたします
本資料の利⽤によって⽣じた、いかなる直接的・間接的な損害や不利益につい
ても、財務会計基準機構（FASF）及びSSBJは⼀切の責任を負いません

おことわり
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⽬ 次

1.はじめに

2.CSRDに基づくサステナビリティ報告制度の概要
(1) CSRDの改正の経緯及びESRSとの関係
(2) EU域内報告の制度概要
(3) 第三国報告の制度概要

3.ESRS-40a公開草案の概要

4.おわりに
• 本資料は、公開草案の概略をご理解いただくために、説明を簡略化しています
• 本資料で使⽤されている訳語はSSBJ事務局による仮訳であり、EFRAG等によるレビューを受けたものではありません
• ESRS-40aの公開草案、会計指令等の英語原⽂は次のURLで⼊⼿⼜は閲覧可能です。必ず原⽂をご確認ください
• ESRS-40aの公開草案及び意⾒募集にあたっての補⾜資料︓ https://www.efrag.org/en/esrs-for-certain-noneu-

undertakings-in-accordance-with-article-40a-of-the-accounting-directive
• CSRD︓ https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A02022L2464-20260318
• 会計指令︓ https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A02013L0034-20260318



1. はじめに
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本資料は、EFRAGが2026年7⽉23⽇に公表した、次の公開草案の概要を
ご紹介することを⽬的としている

「会計指令第40a条に従った特定のEU域外企業向け欧州サステナビリティ
報告基準（ESRS for Certain Non-EU Undertakings in 
Accordance with Article 40a of the Accounting Directive）
（以下「ESRS-40a」という。）」の公開草案（以下「ESRS-40a ED」と
いう。）

本資料は、公開草案のコメント対象となっていないものの、企業サステナビリティ
報告指令（CSRD）に基づくサステナビリティ報告制度の概要についても触れて
いる
なお、基準名は、EFRAGの議論の過程ではN-ESRS⼜はESRS-TCと呼称さ
れていたが、公開草案の公表時にESRS-40aに改められている
本資料では説明の便宜上、基準名が改められる前の状況の説明についても、報
告基準に関連する記載については、ESRS-40aの表記を⽤いている

本資料の⽬的

5



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

規定とその設定主体要素

CSRD
（EU/EC）

WHO
誰が
ABOUT WHOM
誰について
ABOUT WHICH PERIOD
どの期間について
UNTIL WHEN
いつまでに
HOW
どのようにして

ESRS-40a
（EFRAG）

WHAT
何を

関連する規定とその設定主体
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公開草案の対象外

今回コメントを
求めていない

公開草案の対象

今回コメントを
求めている



2. CSRDに基づくサステナビリティ報告制度の概要



2－(1) CSRDの改正の経緯及びESRSとの
関係
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EUの指令（Directive）とは
参考︓「EU関連⽤語集|外務省」での説明

したがって、指令を適⽤する際には、指令を受けて各加盟国で法制化された内
容を確かめる必要がある

本資料における指令に関連する記載は、すべて指令の内容に基づくもので
あり、各加盟国にて法制化される⼜はされた内容と部分的に異なる可能
性がある点に留意が必要

EUの指令と各国法

9

EU法令の⼀つ。加盟国を拘束するが、その具体的な形式及
び⼿法は加盟国に委ねられる。適⽤にあたっては、加盟国内
での実施⼿続（担保法の制定等）が必要

指令

出典︓EU関連⽤語集｜外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/keyword.html
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関連する主な指令及び規制

10

CSRDにより改正される指令
会計指令 2013/34/EU
透明性指令 2004/109/EC
監査指令 2006/43/EC
監査規則 (EU) No 537/2014

CSRD  (EU) 2022/2464
（以下、「改正前CSRD」という。）
CSRDを改正する指令

ストップ・ザ・クロック指令 (EU) 2025/794
オムニバスⅠ指令 (EU) 2026/470

（以下、改正後のCSRDを「改正後CSRD」という。）



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

CSRDの公表及び改正
オムニバスⅠ指令
(EU) 2026/470

ストップ・ザ・クロック
指令 (EU) 2025/794

改正改正

企業サステナビリティ報告指令（CSRD）(EU) 2022/2464
2026年改正2025年改正2022年公表

改正改正改正
• 対象企業の閾値の引き上

げによる対象範囲の縮⼩
など

• 適⽤時期の⼀部延期• サステナビリティ報告制度
（域内報告及び第三国
報告）導⼊

• 対象企業の閾値 など

会計指令
2013/34/EU

（対象企業の閾値の引き上
げなど、参照先の会計指令
の改正に連動）

• 適⽤時期の⼀部延期• 発⾏者（EU市場上場）
へのサステナビリティ報告
制度導⼊（会計指令を
参照）

透明性指令
2004/109/EC

• 将来の合理的保証基準
の採択予定の記載削除
など

• 保証関連の定めの諸整備
（資格要件、保証基準な
ど）

監査指令
2006/43/EC

• 保証⼈の独⽴性規定など
の定めの諸整備

監査規則
(EU)
No 537/2014

以下、次の略称定義を⽤いる
「域内報告」︓会計指令第19a条⼜は第29a条に基づく報告
「第三国報告」︓会計指令第40a条に基づく報告

11
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CSRDとESRSの関係

12

ESRSCSRD
European Sustainability 
Reporting Standards
（欧州サステナビリティ報告基準）

Corporate Sustainability 
Reporting Directive
（企業サステナビリティ報告指令）

名称

報告基準として、報告の具体的な
要求事項を定める

会計指令等を改正し、適⽤対象・
時期、報告内容等のサステナビリ
ティ報告制度の枠組みを定める

内容

• EFRAGが、ECの任命により、
CSRDが⽰す枠組みに基づき
報告基準を開発し、ECに技術
的助⾔を提出する

• 報告基準は、ECにより委任法
として採択され、欧州議会及び
EU理事会の審査期間を経て
発効する

• 対象企業は委任法として発効
した報告基準に基づき報告を
⾏う

• ECによる提案、欧州議会及び
EU理事会による採択等を経て
発効する

• 報告基準の詳細はECが採択
する委任法で定められる

• 発効後、各EU加盟国により国
内法制化（⼿続完了期限あ
り）される

⼿続
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CSRDとESRSの主な動向
ESRSの主な動向CSRDの主な動向

ECがESRS Set 1を委任法として採
択

2023年
7⽉

改正前CSRDの発効2023年
1⽉

EFRAGが簡素化ESRSの公開草案
を公表

2025年
7⽉

改正前CSRDの段階適⽤開始
（Wave１企業への適⽤開始）

2024年
1⽉

EFRAGが簡素化ESRS案をECへ提
出

2025年
12⽉

ECがオムニバス法案を公表2025年
2⽉

EFRAGがESRS-40aに関する審議
を再開

2026年
6⽉

オムニバス法案のうち、適⽤時期延期
に関する指令（ストップ・ザ・クロック指
令）の発効

2025年
4⽉

ECが簡素化ESRS（以下「改正
ESRS」という。）を委任法として採択

2026年
7⽉

オムニバス法案のうち、適⽤範囲の縮
⼩及び開⽰の簡素化に関する指令
（オムニバスⅠ指令）の発効

2026年
3⽉

EFRAGがESRS-40a EDを公表
• ESRS-40a EDのコメント期限︓

2026年10⽉31⽇
• ESRS-40a案のECへの提出

（2027年1⽉）
• ECによるESRS-40aの採択

（2027年半ば）

今後の
予定

各EU加盟国における改正後CSRDの
国内法制化（2027年3⽉期限）

今後の
予定

13
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不明確な規定の明確化、基準の構成及び記載の簡素化を⽬的としてESRS
を簡素化

⼀般⽬的のサステナビリティ報告において重要性が最も低いとみなされる
開⽰項⽬を削除する
可能な限り、定性的よりも定量的な開⽰項⽬を優先する
適⽤義務となる開⽰項⽬と任意の開⽰項⽬を区別する
重要性の原則を適⽤する⽅法に関する明確なガイダンスを提供する
他のEU法令との整合性を向上させる
可能な限り、グローバルなサステナビリティ報告基準との相互運⽤可能性
を考慮する

参考
オムニバス法によるESRS簡素化の主な内容

14
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セクター別基準の採択に関する条⽂の削除
バリュー・チェーン・キャップの拡張及び強化

将来における合理的保証への移⾏の予定を廃⽌
限定的保証のみを求める要求を維持

参考
オムニバス法によるその他の簡素化の主な内容

15

バリュー・チェーン・キャップ
CSRD対象企業が平均従業員数1,000名以下のバリュー・チェーン上
の企業に対してサステナビリティ情報を要求する場合に、要求する情報を
Sustainability reporting standard for voluntary use
“Voluntary Standard”（CSRD対象外企業向けの任意の開⽰基
準）の範囲内に限定する



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

参考
Voluntary Standardの開発に関する主な動向

16

Voluntary Standardの開発に関する主な動向
ECがEFRAGに対して、CSRD対象外企業である⾮上場のマイクロ
企業、⼩規模企業及び中規模企業（SME）向けのVoluntary 
Reporting Standard for SMEs “VSME”(SME向けの任意
のサステナビリティ報告基準）の開発を委託

2023年9⽉

EFRAGはVSME案をECへ提出2024年12⽉
ECがオムニバス法案を公表
バリュー・チェーン・キャップの拡張及び強化と、VSMEをベースとした
CSRD対象外企業向けのVoluntary Standardを委任法として
制定する⽅針を明⽰

2025年2⽉

ECは、Voluntary Standardが委任法として採択されるまでの間、
⾮上場の中⼩企業が⾃発的にVSMEを適⽤することを推奨する勧
告を公表

2025年7⽉

ECがCSRD対象外企業向けのVoluntary Standardを委任法と
して採択

2026年7⽉



2－(2) EU域内報告の制度概要
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CSRDにより改正された会計指令は、サステナビリティ報告について、⼀定の条
件を満たすEU域内企業に対し、第19a条⼜は第29a条に基づく報告（域内
報告）を要求している
域内報告において、報告基準は改正ESRSを適⽤することが要求されている

EU域内企業の報告義務と報告基準

18

報告基準報告が要求される条件会計指令

改正ESRS
以下のいずれも満たすEU域内企業（連結ベース）
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼（net turnover） 4億5千万ユーロ超

域内報告
(第19a条⼜は
第29a条)
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EU規制市場で取引が許可された証券の発⾏者（issuer）である場合、
CSRDにより改正された透明性指令第4条第5項により、会計指令第19a条、
第29a条の域内報告の規定に従うことが要求されている
透明性指令が適⽤される企業はEU域内企業に限定されないため、発⾏者が
第三国企業であっても、域内報告の対象となる場合がある

参考
EU規制市場に上場している企業の場合

19

報告基準報告が要求される条件会計指令

改正ESRS

以下のいずれも満たす発⾏者（連結ベース）
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼ 4億5千万ユーロ超
（閾値の条件は前⾴の域内報告の義務と同じ）

域内報告
(第19a条⼜は
第29a条)
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報告の公表義務対象及び報告情報範囲

20

サステナビリティ報告に
含まれる情報の範囲

サステナビリティ報告の
作成・公表義務が課せられる対象

会計指令

 当該企業の連結グループレベル
（連結の報告を⾏えば、単体での報
告は不要）

※当該企業の親会社（究極の親会社
（ultimate parent undertaking）
に限定されない）の連結グループレベルで
改正ESRSによる報告が⾏われる場合、
当該企業の連結グループレベルでの報告
は免除を受けられる

 ⼀定の条件を満たすEU域内企
業グループの親会社

域内報告
(第19a条⼜
は第29a条)

 上記に準ずる ⼀定の条件を満たすEU規制
市場で取引が許可された証券
の発⾏者（issuer）

（EU域内・域外を問わない）

域内報告を⾏う場合、マネジメントレポート（management report）にサ
ステナビリティ報告（sustainability reporting）を含めなければならない



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

参考
オムニバス法によるCSRD改正（域内報告）（1/3）

21

改正後CSRD改正前CSRD
以下のいずれも満たすEU域内企業
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼ 4億5千万ユーロ超

以下のいずれも満たすEU域内企業
• PIEに該当（EU上場、⼀定の⾦融

機関など）
• 平均従業員数 500⼈超
• EU⼤規模要件（以下３つのうち、2

つ以上を満たす）に該当
• 総資産 2千5百万ユーロ超
• 純売上⾼ 5千万ユーロ超
• 平均従業員数 250⼈超

Wave 1

改正ESRS*2を適⽤
*22026年7⽉にECに採択されたESRS

ESRS Set 1*1を適⽤
*12023年7⽉にECに採択されたESRS

2027年度から適⽤開始2024年度*3から適⽤開始済

Wave 1企業は、2024年度からESRS Set 1を適⽤済
改正により、対象企業の閾値を引き上げ（上場・⾮上場を問わず同じ閾値）

改正後閾値を満たさなくなった場合の取扱いは、各加盟国の経過措置を
参照する

*3︓ 「年度」は当該年の1⽉1⽇以降に開始する事業年度をいう（以下同じ）
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参考
オムニバス法によるCSRD改正（域内報告）（2/3）

22

改正後CSRD改正前CSRD
以下のいずれも満たすEU域内企業
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼ 4億5千万ユーロ超

EU⼤規模要件（以下３つのうち、2つ
以上満たす）に該当するEU域内企業
• 総資産 2千5百万ユーロ超
• 純売上⾼ 5千万ユーロ超
• 平均従業員数 250⼈超

Wave 2 改正ESRSを適⽤ESRS Set 1を適⽤予定

2027年度から適⽤開始2025年度から適⽤開始予定*

*実際には適⽤開始前に、オムニバス法に
よる改正により適⽤延期となった

Wave 2企業は、2025年度から適⽤予定であったが、適⽤時期が2027年
度からに延期された後、対象企業の閾値を引き上げ（上場・⾮上場を問わず
同じ閾値）
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参考
オムニバス法によるCSRD改正（域内報告）（3/3）

23

改正後CSRD改正前CSRD
以下のいずれも満たすEU域内企業
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼ 4億5千万ユーロ超

※閾値の改正により、EU上場中⼩企業等
は報告対象企業の要件を満たさなくなり、
適⽤対象外となる

EU上場中⼩企業等
• PIEに該当（EU上場、⼀定の⾦融

機関など）
• ⼤規模要件（以下３つ）を２つ以

上満たしていない中⼩企業（マイク
ロ企業を除く）
• 総資産 2千5百万ユーロ超
• 純売上⾼ 5千万ユーロ超
• 平均従業員数 250⼈超Wave 3

改正ESRSを適⽤
※ESRS for LSMEは、改正ESRSのベー
スの1つとなっている

ESRS for LSME*1を適⽤予定
*1上場中⼩企業向けとして開発されてい
たESRS

2027年度から適⽤開始2026年度から適⽤開始予定*2
*2実際には適⽤開始前に、オムニバス法
による改正で適⽤延期となった

Wave 3企業は、2026年度から適⽤予定であったが、適⽤時期が延期され
た後、対象企業の閾値を引き上げ（上場・⾮上場を問わず同じ閾値）
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参考
オムニバス法によるCSRD改正（域内報告）（まとめ）

24

改正後CSRD改正前CSRD
以下のいずれも満たすEU域内企業
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼ 4億5千万ユーロ超

以下のすべてを満たすEU域内企業
• PIEに該当（EU上場、⼀定の⾦融

機関など）
• 平均従業員数 500⼈超
• Wave 2と同じ⼤規模要件に該当Wave 1

改正ESRSを適⽤ESRS Set 1を適⽤
2027年度から適⽤開始*
* なお、改正前CSRD及びESRS Set 1を

適⽤済みであるWave 1企業に対する改
正後の取扱いは、各加盟国で別途定めら
れる経過措置を参照する必要がある

2024年度から適⽤開始済
⼤規模要件（以下３つのうち、2つ以上
を満たす）に該当するEU域内企業
• 総資産 2千5百万ユーロ超
• 純売上⾼ 5千万ユーロ超
• 平均従業員数 250⼈超

Wave 2

ESRS Set 1を適⽤予定
EU上場中⼩企業等は上記の改正後閾値
を満たさず対象外となる

EU上場中⼩企業等
• ⼤規模要件を２つ以上満たしていな

いが、PIEに該当（EU上場など）Wave 3

ESRS for LSMEを適⽤予定



2－(3) 第三国報告の制度概要
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CSRDにより改正された会計指令は、域内報告の制度とは別に、第40a条に
基づく報告（第三国報告）の制度を定めている
第三国報告におけるサステナビリティ報告基準として、ECによって、ESRS-
40aが採択されることが想定されている

第三国企業による報告と報告基準

26

報告基準報告が要求される条件会計指令

ESRS-40a
（改正ESRS
の適⽤も可）

以下のいずれかを有するEU域外の第三国企業で、かつ当該
第三国企業のグループレベルのEU域内純売上⾼が2期連
続で4億5千万ユーロ超である企業
• 前期純売上⾼ 2億ユーロ超のEU域内⼦会社
• 前期純売上⾼ 2億ユーロ超のEU域内⽀店

第三国報告
(第40a条)
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報告の公表義務対象及び報告情報範囲

27

サステナビリティ報告書
に含まれる情報の範囲

サステナビリティ報告書
の公表義務が課せられる対象

会計指令

究極の親会社である第三国企業の連結
グループレベル

⼀定の条件を満たす第三国企業の
EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店

第三国報告
(第40a条)

EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店は、サステナビリティ報告書（sustainability 
report）を公表しアクセス可能にする（publish and make 
accessible）ことが求められる

ECによるCSRD FAQの42)では、次の場合があると説明されている
第三国親会社がサステナビリティ報告書を作成し、EU域内⼦会社⼜は
EU域内⽀店が公表しアクセス可能にする
EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店が第三国親会社に代わってサステナビ
リティ報告書を作成し、公表しアクセス可能にする

出典︓EC C/2024/6792｜FAQ https://eur-lex.europa.eu/eli/C/2024/6792/oj/eng
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対象企業の閾値の引き上げ
適⽤開始年度については、改正されていない

オムニバス法によるCSRD改正（第三国報告）

28

改正後CSRD改正前CSRD
以下のいずれかを有するEU域外の
第三国企業で、かつ当該第三国企
業のグループレベルのEU域内純売
上⾼が2期連続で4億5千万ユーロ
超である企業
• 前期純売上⾼ 2億ユーロ超の

EU域内⼦会社
• 前期純売上⾼ 2億ユーロ超の

EU域内⽀店

以下のいずれかを有するEU域外の
第三国企業で、かつ当該第三国企
業のグループレベルのEU域内純売
上⾼が2期連続で1億5千万ユーロ
超である企業
• 域内報告企業（Wave 1〜3）

に該当するEU域内⼦会社
• 前期純売上⾼ 4千万ユーロ超の

EU域内⽀店

第三国報告
(第40a条)

ESRS-40aを適⽤予定
（改正ESRSの適⽤も可）

ESRS-40aを適⽤予定
（ESRS Set 1の適⽤も可）

2028年度から適⽤予定2028年度から適⽤予定
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⽇本企業（⽇本法⼈が究極の親会社、かつEU市場に上場していない）を
想定した場合、グループレベルでの第三国報告の対象、EU域内⼦会社の
域内報告の対象のいずれか⼜は両⽅に該当することがある

⽇本企業における第三国報告及び域内報告

29

域内報告第三国報告

対象対象

対象外対象

対象対象外

対象外対象外
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⽇本企業（⽇本法⼈が究極の親会社、かつEU市場に上場していない）を想定

⽇本企業における第三国報告の判定イメージ

30

前期純売上⾼*1が2億ユーロ超のEU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店があるか︖

第三国報告の対象外

No

第三国報告の対象*3

Yes

⽇本企業のEU域内純売上⾼*2（グループレベル）が
直近2期連続で4億5千万ユーロ超か︖

Yes

*1: net turnover
*2: net turnover in the Union
*3: 例外として、親会社が会計指令のfinancial holding undertakingの定義に該当し、かつ⼦会社のビジネス

モデル及びoperationsと互いに独⽴している場合は報告書公表を免除する規定がある

No
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⽇本企業における域内報告の判定イメージ

31

EU域内⼦会社が
域内報告の対象

Yes No

Yes

域内報告の対象外

⽇本企業（⽇本法⼈が究極の親会社、かつEU市場に上場していない）を想定

*1: net turnover

EU域内⼦会社があるか︖

EU域内⼦会社は以下のいずれも満たすか︖
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼*1 4億5千万ユーロ超（EU域内⼦会社の連結ベース）

No
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参考
⽇本企業がEU規制市場に上場している場合

32

発⾏者⾃⾝が
域内報告の対象

発⾏者⾃⾝は
域内報告の対象外

EU域内⼦会社の
域内報告の判定も必要

⽇本企業（⽇本法⼈が究極の親会社）を想定

（ESRS-40aではなく）
改正ESRSでの報告が必要

*1: net turnover

当該発⾏者は以下のいずれも満たすか︖
• 平均従業員数 1,000⼈超
• 純売上⾼*1 4億5千万ユーロ超（発⾏者の連結ベース）

EU規制市場で取引される証券の発⾏者(issuer)であるか︖
（EU域内の規制市場に上場しているか︖）

Yes No

Yes No
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改正ESRSを適⽤したグループレベルでの報告を作成し、⼀定の要件（会計
指令第19a条第9項、第29a条第8項の要件）を満たす場合には、EU域内
⼦会社の域内報告の作成義務が免除される

EU域内⼦会社の域内報告の作成免除可否

33

EU域内⼦会社の
域内報告作成義務

の免除*

EU域内⼦会社に
よる域内報告

第三国報告における
報告基準

グループレベルの
第三国報告

免除なし対象ESRS-40a対象

免除あり対象改正ESRSを適⽤対象

ー対象外ESRS-40a対象

免除なし対象（報告しない場合）対象外

免除あり対象任意で改正ESRSを適⽤
した報告書を作成した場合対象外

*マネジメントレポートに、グループレベルでの報告書へ
のウェブリンク等の情報を含めるなどの対応は必要
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EFRAGの推計による各法域における第三国報告の対象となる企業数

第三国報告の対象企業数

34

国/法域対象範囲に含まれると
⾒込まれる企業の数

⽶国350社から450社
英国150社から200社
スイス、⽇本100社から150社
ケイマン諸島、中国、カナダ、韓国20社から50社
ブラジル、メキシコ、⾹港、インド、バミューダ諸島、
バージン・アイランド

10社から20社

（参考）オムニバス法の改正前後での第三国報告の対象となる企業数の変化
（EFRAGによる⾮公式な推計値）
• 改正前︓約 10,000社
• 改正後︓約 1,200社

（注）2026年7⽉22⽇EFRAGウェビナー資料に基づきSSBJ事務局が作成
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第三国報告に関するCSRDの規定は2028年1⽉1⽇以後開始する事業年
度から適⽤となり、最初の報告書は2029年に発⾏されることになる（CSRD第5
条第2項、ESRS-40a ED BC44項）

第三国報告の適⽤開始年度

35
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EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店は、サステナビリティ報告書を、当該報告書
が作成される対象の事業年度の貸借対照表⽇から12か⽉以内に公表しなけ
ればならない（会計指令第40d条第1項）

サステナビリティ報告書は、EU加盟国の官報（the register）のウェブサイ
ト⼜はEU域内⼦会社若しくはEU域内⽀店のウェブサイトにおいて、EU公⽤
語の少なくとも1つ以上を⽤いて、無償で公開しなければならない（会計指令第
40d条第2項）

サステナビリティ報告書は、欧州単⼀アクセスポイント（ESAP）上でアクセス
可能にするために、公開と同時に加盟国の収集機関に提出しなければならない
（会計指令第33a条）

ESAPに提出する際のデジタル化（Digitalisation）について、2026年7⽉
のEFRAGウェビナーでは、ECのスタッフから次の点が説明されている

データ抽出可能な形式（テキスト読込可能なPDF等）であることが必要
機械可読性形式（machine-readable format）やXBRLは要求さ
れていない

第三国報告の報告期限及び報告⽅法

36
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ESRS-40a EDでは、企業（undertaking）という⽤語は、「適⽤される
会計基準に従った、究極の親会社を頂点とする第三国企業グループ」を意味
するものとされている（ESRS-40a 1 ED 第13項）

ESRS-40a EDでは、サステナビリティ報告書で、⾃社の事業活動についての
開⽰を⾏うにあたり、財務諸表と同じ報告企業を対象とする（すなわち、連結
財務諸表を作成するにあたって適⽤される会計基準に従って、親会社及びその
⼦会社となる企業を対象とする）こととされている（ESRS-40a 1 ED 第66項）

報告期間が異なる⼦会社をESRS-40aサステナビリティ報告に含める場
合、企業はそのような状況に対応する、適⽤する会計基準の規定を⽤い
ることができる（ESRS-40a 1 ED 第67項に関連するAR35）

報告に含まれる企業の範囲

37



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

第三国報告が要求される条件の判定
閾値の判定に⽤いる、EU域内純売上⾼（generated a net 
turnover in the Union）の集計範囲（顧客起点なのか、所在地
起点なのか等）をどのように考えるか
EU域内⼦会社の決算⽇が第三国の究極の親会社の決算⽇と異なる
場合に、判定に⽤いる「前期（preceding financial year）」や
「直近2期（last two consecutive financial years）」が指す
期間をどのように考えるか

第三国報告の提出期限の起点
EU域内⼦会社の決算⽇と第三国の究極の親会社の決算⽇が異なる場
合に、提出期限の起算⽇をEU域内⼦会社の決算⽇と究極の親会社の
決算⽇のいずれとするのか

第三国報告の適⽤上の論点

38

以下の論点は、EU⼜はEFRAGによる明確化（EC等への確認）が必要と
考えられる
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第三国報告の適⽤時期の判定（12⽉決算会社）

39

2031203020292028202720262025

2027/12期

2027/12期

EU域内⼦会社

2028/12期 2029/12期 2030/12期2026/12期

直近2期 4億5千万ユーロ超

前期
2億ユーロ超

公表期限
1年以内

2026/12期

究極の親会社、EU域内⼦会社ともに12⽉決算の場合

報告期間

第三国親会社（究極の親会社）

2028/12期 2029/12期 2030/12期
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第三国報告の判定上の論点（3⽉決算会社）

40

2031203020292028202720262025

2027/3期

2027/12期 2028/12期 2029/12期 2030/12期2026/12期

直近2期 4億5千万ユーロ超

前期
2億ユーロ超

公表期限
1年以内

2026/3期

究極の親会社3⽉決算、EU域内⼦会社12⽉決算の場合

報告期間

2028/3期 2029/3期 2030/3期 2031/3期

?
?

EU域内⼦会社

第三国親会社（究極の親会社）
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第三国報告の判定上の論点（3⽉決算会社）

41

2031203020292028202720262025

2027/12期 2028/12期 2029/12期 2030/12期2026/12期

公表期限
1年以内

究極の親会社3⽉決算、EU域内⼦会社12⽉決算（3⽉仮決算）の場合

報告期間

2028/3期 2029/3期 2030/3期 2031/3期

?
?

?

仮決算
2029/3期

EU域内⼦会社

第三国親会社（究極の親会社）

2027/3期2026/3期

?

直近2期 4億5千万ユーロ超

前期
2億ユーロ超
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第三国報告では、EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店が、究極の親会社である
第三国企業のグループレベルの情報を含む報告を公表する義務が課せられて
いる
この点、CSRDにより改正された会計指令では、以下の点が定められている

EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店は、第三国の究極の親会社に対して、
報告義務を充⾜するために必要なすべての情報の提供を要請しなければ
ならない（会計指令第40a条第2項）

必要な情報がすべて提供されない場合、 EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀
店は、⾃⾝が保有、⼊⼿⼜は取得したすべての情報を含むサステナビリ
ティ報告書を作成・公表した上で、必要な情報を第三国企業が利⽤可能
としなかったことを⽰す声明を公表しなければならない（会計指令第40a条第2
項）

⼦会社⼜は⽀店が必要な情報を⼊⼿できない場合

42
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CSRDにより改正された会計指令では、第三国報告のサステナビリティ報告書
について、保証意⾒が添付されなければならないとされている（会計指令第40a条
第3項）

保証意⾒は、第三国⼜はEU加盟国の国内法に基づいて、サステナビリ
ティ報告に対する保証意⾒を提供する権限を有する者によって提供される

EU域内⼦会社⼜はEU域内⽀店は、第三国企業から保証意⾒が提供されな
い場合、第三国企業が必要な保証意⾒を利⽤可能としなかったことを⽰す声
明を公表しなければならない（会計指令第40a条第3項）

第三国報告の保証に関連する定め

43
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CSRDにより改正された会計指令第19a条第2項及び第29a条第2項で、域
内報告で要求するサステナビリティ報告の内容が定められている
第三国報告は、会計指令第40a条第1項で、域内報告で要求される報告事
項のうち、リスク、機会、レジリエンス及び依存関係に関するものが除外されて
いる

会計指令が定めるサステナビリティ報告の内容（1/2）

44

第三国報告域内報告CSRDにより改正された会計指令が定める報告事項
(i)〜(v)を含むビジネス・モデル及び戦略の説明(a)

ー〇サステナビリティ事項関連のリスクに係るビジネス・モデル
及び戦略のレジリエンス

(i)

ー〇サステナビリティ事項関連の機会(ii)
〇〇実施⾏動及び関連する財務及び投資計画を含む計画(iii)

〇〇
ビジネス・モデル及び戦略が利害関係者の利益及びサス
テナビリティ事項関連のインパクトをどのように考慮してい
るか

(iv)

〇〇サステナビリティ事項関連の戦略の実施内容(v)
〇〇サステナビリティ事項関連の期限付き⽬標（targets）(b)
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会計指令が定めるサステナビリティ報告の内容（2/2）

45

第三国報告域内報告CSRDにより改正された会計指令が定める報告事項

〇〇
サステナビリティ事項に関する管理、運営及び監督する機
関（administrative, management and 
supervisory bodies）の役割

(c)

〇〇サステナビリティ事項関連の⽅針（policies）(d)

〇〇AMSBの構成員に対するサステナビリティ事項に連動した
報酬制度の存在に関する情報

(e)

以下に関する記述(f)
〇〇デュー・デリジェンスのプロセス(i)

〇〇デュー・デリジェンスのプロセスの実施にあたっての悪影響
（adverse impacts)

(ii)

〇〇悪影響を防⽌、緩和、是正⼜は終了させるための⾏動と
結果

(iii)

ー〇サステナビリティ事項関連の主要なリスク（依存関係及
びリスク管理を含む）

(g)

〇〇(a)から(g)に関する開⽰に関連する指標(h)



3. ESRS-40a公開草案の概要
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EFRAGは、2026年7⽉23⽇にESRS-40a EDを公表した
EFRAGのウェブサイトにおいて、ED本⽂に加えて、結論の背景、改正
ESRSからの修正箇所を明記したマークアップ版などが公表されている

ESRS-40a ED等
https://www.efrag.org/en/esrs-for-certain-noneu-undertakings-in-
accordance-with-article-40a-of-the-accounting-directive

コメント期限は2026年10⽉31⽇（中央ヨーロッパ時間18時）
コメントの提出は、予め定められた質問へのオンラインでの回答による⽅法
のみが認められている

ESRS-40a, Public consultation questionnaire
https://survey.alchemer.eu/s3/91144072/ESRS-40a-Public-
consultation-questionnarie

参考︓PDF版
https://www.efrag.org/sites/default/files/media/document/2026-
07/ESRS-40a_ED_Public_Consultation_Questionnaire.pdf

EFRAGによる公開草案の公表

47
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ESRS-40aは、EFRAGにより開発され、ECが委任法として採択することが想
定されている
EFRAGは、2024年10⽉から2025年2⽉にかけて第三国企業向け基準の
開発に向けた作業を⾏っていたが、オムニバス法によるCSRDの改正及び
ESRSの簡素化に関する議論が開始されたことを受けて、開発作業を⼀時停
⽌していた
その後、CSRDの改正の確定及び簡素化ESRS案のECへの提出が⾏われた
状況を踏まえ、改正ESRSを出発点とするESRS-40aの開発に関する議論を
再開した
ESRS-40a EDに対するコメント締切後のタイムラインとして、次の予定が⽰
されている

ESRS-40a案をECへ提出（2027年1⽉）
ECがESRS-40aを採択（2027年半ば）

EFRAGによる第三国企業向け欧州サステナビリティ報
告基準プロジェクト

48
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次の主な論点について意⾒募集を⾏うとしている（ESRS-40a ED BC20項）

基準の内容及び基準設定のアプローチ（改正ESRSのうち、ESRS-
40a EDに含められた内容⼜は除外された内容）
開⽰の境界（グローバル・アプローチ vs 混合アプローチ）
参照による組込み及び相互運⽤可能性
EU法令への参照及びその実⾏可能性

CSRDに基づく第三国報告制度や、改正ESRSについては、意⾒募集の対象
外とされている

例えば、第三国報告の対象かどうかを判定する⽬的において、純売上⾼
（net turnover）をどのように定義すべきかについては、EFRAGの権
限の範囲外とされている（ESRS-40a ED BC13項）

意⾒募集の対象となる主な論点

49
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CSRD序⽂第20条に記載された政策⽬的（ESRS-40a ED BC4項）

EU市場で事業を⾏う企業間の公正な競争条件（level playing 
field）の確保
EU域内で重要な事業活動を⾏うEU域外企業が⼈々と環境に与えるイ
ンパクトに関する透明性の確保

ESRS-40a報告の⽬的

50
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改正ESRSを出発点とする開発

51
（注）ESRS-40a ED BC Graphic 1に基づきSSBJ事務局が作成

改正ESRS

 混合アプローチ
 第三国報告に関する

CSRDの定めの取り込み
(Level 1)

追加

 リスク（R）
機会（O）
 レジリエンス（R）
依存関係（D)

除外

ESRS-40a

財務情報を提供することは厳密には
除外されていない（インパクトを理解
するための背景情報を提供する⽬的)

ESRS-40aの内容のイメージ

共通

まとめて
「RORD」
という
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改正ESRSとESRS-40a EDとの⽐較 （1/2）

52

ESRS-40a ED改正ESRS
12の基準
• ２つのクロス・カッティング基準
• 10のトピック別基準

12の基準
• ２つのクロス・カッティング基準
• 10のトピック別基準

基準の構成

インパクトのみ（RORDは除く）インパクト、リスク及び機会報告の基礎
グローバル・アプローチ
⼜は混合アプローチ

グローバル開⽰の境界

含む
バリュー・チェーン・キャップは適⽤
されない

含むバリュー・チェーン

改正ESRSに加え、⼀部拡張あり条件を満たす場合に、他の報告
書の情報を参照により組み込むこ
とができる

参照による組込み

改正ESRSと同様報告の負荷を緩和するための段
階的な開⽰が定められている

経過措置

（注）ESRS-40a ED BC Table 1に基づきSSBJ事務局が作成
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改正ESRSとESRS-40a EDとの⽐較 （2/2）

53

ESRS-40a ED改正ESRS
EUタクソノミに係る開⽰の義務が
ないため、関連するデータポイント
を削除

関連するデータポイントありEUタクソノミに係る
開⽰

改正ESRSと同様セクターを問わない
（ISSB基準、GRI及び他の基
準⼜はフレームワークを企業固有
の開⽰の例として参照）

産業横断的な開⽰

（注）ESRS-40a ED BC Table 1に基づきSSBJ事務局が作成
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12の基準

報告分野（ESRS-40a 1 ED 第7項）

ESRS-40a EDの構成

54

クロス・カッティング基準
全般的要求事項（General Requirements）ESRS-40a 1
全般的開⽰（General Disclosures）ESRS-40a 2

トピック別基準
⾃社の労働⼒
（workforce）

ESRS-40a S1気候変動ESRS-40a E1

バリュー・チェーンにおける労働
者

ESRS-40a S2汚染ESRS-40a E2

影響を受けるコミュニティESRS-40a S3⽔ESRS-40a E3
消費者及びエンドユーザーESRS-40a S4⽣物多様性及び⽣態

系
ESRS-40a E4

企業の⾏動倫理
（Business Conduct）

ESRS-40a G1資源利⽤及び循環型
経済

ESRS-40a E5

インパクト管理（関連する⽅針及び⾏動を含む）ガバナンス
指標及び⽬標戦略
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ESRS-40a サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 報 告 書 （ ESRS-40a sustainability
reports）全体の⽬的は、企業のすべての重要性があるサステナビリティ関
連のインパクト、及び企業がどのように管理しているかを適正に表⽰すること
とされている（ESRS-40a 1 ED 第5項前段）

開⽰すべき情報をインパクト・マテリアリティの評価に基づいて決定するこ
とが求められる（ESRS-40a 1 ED 第35項）

改正ESRSにおいて報告の基礎とされているダブル・マテリアリティの評価で
は、インパクト、リスク及び機会の重要性を評価することとされているが、
ESRS-40a EDでは、改正ESRSから財務マテリアリティの評価（リスク及
び機会の重要性の評価）に関する定めが削除されている

報告の基礎ーマテリアリティ（1/3）

55
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改正ESRSを出発点としてESRS-40a EDを開発するにあたり、財務マテリ
アリティの評価や、リスク及び機会に関する開⽰に関する定めが削除されてい
る例︓

報告の基礎ーマテリアリティ（2/3）

56

ESRS-40a 1 ED

出典︓Markup version of the Exposure Draft (ESRS-40a) (compared with the Revised ESRS of 3 July 2026)
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改正ESRSを出発点としてESRS-40a EDを開発するにあたり、財務マテリ
アリティの評価や、リスク及び機会に関する開⽰に関する定めが削除されてい
る例（続き）︓

報告の基礎ーマテリアリティ（3/3）

57

ESRS-40a 1 ED

出典︓Markup version of the Exposure Draft (ESRS-40a) (compared with the Revised ESRS of 3 July 2026)
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ESRS-40aサステナビリティ報告書において報告される情報は、⼀般⽬的の
ESRS-40aサステナビリティ報告書の利⽤者の意思決定に有⽤なものでな
ければならないとされている（ESRS-40a 1 ED 第5項後段）

次の2種類の利⽤者が想定されている（ESRS-40a 1 ED 第6項、ESRS-40a ED
BC92項からBC94項）

⼀般⽬的財務報告書の主要な利⽤者（既存及び潜在的な投資家、
貸し⼿、その他の債権者など）
⼀般⽬的のESRS-40aサステナビリティ報告書のその他の利⽤者（企
業の事業パートナー、社会的パートナー、市⺠、⾮政府組織など）

開⽰する重要性がある情報を識別する際にも、上記2種類の利⽤者の
意思決定への影響を考慮することとされている（ESRS-40a 1 ED 第36
項）

投資家は企業のインパクトに関する情報への関⼼を有していることから、利⽤
者の範囲について改正ESRSから変更しないこととしたとされている（ESRS-
40a ED BC92項からBC94項）

報告の基礎ー利⽤者の範囲

58
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ESRS-40a EDにおける財務マテリアリティの取扱いについて、次のように説
明されている

報告の基礎ー財務マテリアリティの取扱い

59

インパクト・マテリアリティと財務マテリアリティとの関係（ESRS-40a 1 ED 第48項に関連
するAR20）

企業のインパクトは、サステナビリティ関連のリスク及び機会を⽣じさせる可能性が
ある
ESRS-40a EDは、サステナビリティ関連のリスク及び機会をもたらす（⼜は、も
たらす可能性がある）インパクトの報告を排除するものではなく、また、特定のリス
クに対処したり、機会を捉えたりするために講じられた措置によって⽣じるインパクト
についての報告を排除するものでもない
企業は、サステナビリティ関連のリスクと機会に関する情報を作成し、その⽬的のた
めに重要性の評価を⾏う場合には、重要性があるインパクトを識別する際に、その
ような評価を活⽤することができる
この場合、ESRS-40aサステナビリティ報告においては重要性があるものの、企業
の財政状態、財務業績などに影響を及ぼすことが合理的に⾒込まれないインパク
トについても考慮しなければならない
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インパクトの定義は、改正ESRSから変更されていない（ESRS-40a ED Annex
Ⅱ Table 2）

インパクトは、⼈及び環境に対する実際の及び潜在的な、ポジティブな及びネ
ガティブなインパクトを表すものとされている（ESRS-40a 1 ED 第22項）

開⽰対象となるインパクトには、以下が含まれるとされている（ESRS-40a 1 ED 
第51項）

企業⾃⾝の事業活動に関連するインパクト
企業の上流及び下流のバリュー・チェーンに関連するインパクト（製品及
びサービス並びに事業上の関係を通じて⽣じるインパクトを含む）

報告の基礎ーインパクトの定義及び範囲

60
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開⽰の境界ー
グローバル・アプローチと混合アプローチ

61

報告されるインパクトの範囲について、2つのアプローチが設けられている

混合アプローチは、ECによって、EFRAGに対して検討が要請されたものとされ
ている（ESRS-40a ED BC48項）

すべてのトピック:
グローバル・レベルでインパクトを報告

（ESRS-40a 1 ED 第27項）

グローバル・アプローチ

気候関連のトピック:
グローバル・レベルでインパクトを報告
気候関連以外のトピック:
「EU関連のインパクト」を報告

（ESRS-40a 1 ED 第28項）

混合アプローチ
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開⽰の境界ー
混合アプローチの適⽤要件

62

混合アプローチは、次の場合にのみ選択可能（ESRS-40a 1 ED 第29項）

EU関連のインパクトの忠実な表現を可能にする、EU関連のインパクト
の有意義な識別（meaningful identification）が、次によって可
能である場合

当該企業⾃⾝の事業活動（own operation）、提供する製品
及びサービスが構築⼜は管理されている⽅法
上流及び下流のバリュー・チェーンが構築及び運営されている⽅法

EU関連のインパクトの有意義な識別が可能かどうかを評価する際に考慮する要因の
例︓（ESRS-40a 1 ED 第29項に関連するAR6）

EU市場向けの事業を担う別個の事業セグメントの存在
EU市場向けに特別に設計された製品⼜はサービス
EU関連のインパクトの別個の管理
EU市場で販売⼜は提供されることを意図している、⼜は合理的にそのように想
定される製品及びサービスに特化したバリュー・チェーン
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開⽰の境界ー
混合アプローチの適⽤単位

63

混合アプローチは、次のいずれかの単位で選択可能（ESRS-40a 1 ED 第30
項）

特定のトピックに関連するすべてのインパクト（例︓ESRS-40a E2
「汚染」に関連するすべてのインパクト）
特定のサブトピックに関連するすべてのインパクト（例︓汚染のうち「⼤
気汚染」に関連するすべてのインパクト）
トピック⼜はサブトピックに関連するインパクトのグループ

インパクトのグループ単位での混合アプローチの選択の例（ESRS-40a 1 ED 第30項
(c)に関連するAR7）

報告の⽬的において⼀緒に考慮できるインパクトをインパクトのグループという
⼤気汚染はEU関連のインパクトのみ報告し、マイクロプラスチックはグローバ
ルの範囲で報告する
多様性及び平等待遇はEU関連のインパクトのみ報告し、ジェンダー平等は
グローバルの範囲で報告する
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開⽰の境界ー
混合アプローチにおける開⽰の境界

64

混合アプローチを選択する場合、気候関連以外のトピックについては、「EU関
連のインパクト」に開⽰の範囲が限定される（ESRS-40a 1 ED 第28項）

「EU関連のインパクト」は、次のインパクトをまとめたものとして定義されている
（ESRS-40a 1 ED 第28項）

EU市場で販売若しくは提供された⼜はそのように合理的に想定さ
れる製品及びサービスから⽣じるインパクト（流通業者や取引業
者などの下流のバリュー・チェーンの主体によるものを含む）

顧客に基づく
コンポーネント

企業のEUにおける活動（European Union activities)から
⽣じるインパクト（既に顧客に基づくコンポーネントとして含まれて
いる場合を除く）

所在地に基づく
コンポーネント
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開⽰の境界ー
「EU関連のインパクト」の範囲

65

「EU関連のインパクト」の開⽰には、EU域外のインパクトが含まれる（ESRS-
40a ED BC57項及びBC58項）

インパクトが発⽣する場所を問わず、EU市場で販売若しくは提供
された⼜はそのように合理的に想定される製品及びサービスから⽣
じるインパクトが含まれることが想定されている

製品の⽣産に使⽤される原材料から⽣じるEU域外のインパク
ト及びサプライヤーに起因するEU域外のインパクトが含まれる

顧客に基づく
コンポーネント

インパクトが発⽣する場所を問わず、EUにおける活動
（European Union activities)から⽣じるインパクトが含ま
れることが想定されている

バリュー・チェーンの上流及び下流におけるビジネス関係から⽣
じるEU域外のインパクトが含まれる

所在地に基づく
コンポーネント

EU域内の事業

上流 下流

（注）7⽉22⽇ウェビナー資料に基づきSSBJ事務局が作成

EU域外で⽣産され、EUに販売された製品
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開⽰の境界ー
混合アプローチの適⽤に関する追加的な定め

66

ESRS-40a 2「全般的開⽰」及びESRS-40a E1「気候変動」以外の個
別のトピック別基準において、混合アプローチを主要な開⽰項⽬にどのように
適⽤すべきかに関する要求事項及びガイダンスが追加されている
ESRS-40a 2「全般的開⽰」に追加されるガイダンスの例

混合アプローチを適⽤する場合の指標の開⽰（ESRS-40a 2 ED 第43項に関連する
AR44からAR47）

重要な「EU関連のインパクト」のみを反映して指標の計算を⾏う
「EU関連のインパクト」の⾒積りは、「EU関連のインパクト」の忠実な表現を可
能にする最も適切な配分基準（allocation key）を⽤いる（トピック別基準
において特段の定めがない場合）
最も適切な配分基準（allocation key）の選択にあたり、インパクトの性質
及びインパクトが⽣じる地理的状況を考慮する
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開⽰の境界ー
混合アプローチの適⽤に関する開⽰

67

混合アプローチの選択に関連して、以下の開⽰が求められる（ESRS-40a 2 ED
第4項(a)）

ESRS-40aサステナビリティ報告書の作成にあたり、グローバル・アプロー
チ⼜は混合アプローチのいずれを適⽤したか
混合アプローチを適⽤した場合の適⽤単位
「EU関連のインパクト」の「有意義な識別（meaningful 
identification）」の要件が満たされたと結論付けた理由
「EU関連のインパクト」をどのように特定したか
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開⽰の境界ー
EFRAGによる意⾒募集の焦点

68

公開草案では、EFRAGにおける議論の過程において、混合アプローチに関す
る懸念が表明されたことを踏まえた質問項⽬が設定されている
混合アプローチについて表明された主な懸念

EFRAGは、混合アプローチの適⽤に関する実務上の課題、要件の適⽤可能
性、追加的な明確化の必要性、保証可能性を理解するために、作成者及び
保証業務提供者に対するフィールド・テストを実施予定としている

EU企業と国際的な同業他社との間の公正な競争条件（level
playing field）を損なう
混合アプローチの適⽤単位から⽣じる⽐較可能性の⽋如
気候関連だけでなく、⼈権や⼀部の環境関連の項⽬についてもグロー
バル・レベルのインパクトを⽣じさせる
「EU関連のインパクト」を識別するための実務上の困難及び保証可
能性
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EFRAGは、ISSB基準に基づく報告と、ESRS-40aに基づく報告には共通の
内容があるとしている

参照による組込みー
ISSB基準との相互運⽤可能性

69

ESRS-40aに基づく報告ISSB基準に基づく報告
・ガバナンス
・リスク管理
・⽬標

⼀般開⽰事項
（IFRS S1/
ESRS 2）

・ガバナンス
・リスク管理
・⽬標

⼀般開⽰事項
（IFRS S1/
ESRS 2）

・移⾏計画
・カーボン・クレジット
・温室効果ガス排出
・温室効果ガス排出⽬標

気候関連の開⽰
事項
（ESRS E1/
IFRS S2）

・移⾏計画
・カーボン・クレジット
・温室効果ガス排出
・温室効果ガス排出⽬標

気候関連の開⽰
事項
（ESRS E1/
IFRS S2）

•エネルギー消費量及びエネル
ギー構成
•固定化排出量
•1.5度⽬標との整合性
•⽣物起源の排出
•温室効果ガスの除去
•化⽯燃料（⽯炭、⽯油及び
ガス）セクターにおいてアク
ティブな企業、など

ESRS-40aにお
ける追加

•E1-2（気候関連のリ
スク及びシナリオ分析）
•E1-3（気候変動に関
するレジリエンス）
•IRO-1（インパクト、リ
スク及び機会の識別と
評価のプロセス）

リスク及び機会
（IFRS S1/
IFRS S2）

共
通

（注）2026年6⽉16⽇EFRAG SR TEG会議資料に基づきSSBJ事務局が作成
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次の条件（ESRS-40a 1 ED 第121項）を満たす場合、ESRS-40aサステナビリ
ティ報告書に含まれる情報⼜は特定のデータポイントの開⽰について、適⽤さ
れる法令によって報告され、かつ財務報告と同じ条件で財務報告の利⽤者に
対して提供される情報を参照することによって組み込むことができるとされてい
る（ESRS-40a 1 ED 第120項）

関連する要求事項に対応するものとして、出典⽂書において明確に識別
された情報の別個の要素を構成している
ESRS-40aサステナビリティ報告書と同時期⼜はそれ以前に公表されて
いる
EUの公⽤語のいずれかにより作成⼜は翻訳されている
ESRS-40aサステナビリティ報告書の残りの部分と少なくとも同等⽔準
の保証の対象となっている
ESRS-40aサステナビリティ報告書の他の情報と同様の技術的なデジタ
ル化要件を満たしている

参照による組込みー
参照による組込みの拡張（1/2）

70



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

参照による組込みについては、報告された情報の全体的な⼀貫性を考慮し、
参照による組込みによって報告書の読みやすさを損なわないようにすることが
要求されている（ESRS-40a 1 ED 第123項）

この点、ESRS-40a EDでは、読みやすさに関する要求事項と⽭盾すること
なく、ESRS-40aサステナビリティ報告書において、相当部分を参照により組
み込むことができるとされている（ESRS-40a 1 ED 第124項）

参照により組み込まれた情報の場所を⽰す⽬次を追加することなどにより、
ESRS-40aサステナビリティ報告の理解のしやすさを⾼めることが求めら
れる（ESRS-40a 1 ED 第125項）

参照による組込みー
参照による組込みの拡張（2/2）
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参照による組込みー
⼆重報告を回避するための単⼀の報告

72

⼆重報告による負荷を回避し、効率的な報告を実現する⽅法は、重要な検討
事項とされている
参照による組込みとは別の⽅法として、次の⽅法が考えられるとしている
（ESRS-40a ED BC82項）

ESRS-40a及びISSB基準（⼜はISSB基準に基づく法域の基準）の
両⽅に同時に準拠した単⼀の報告書の作成
改正ESRS（ダブル・マテリアリティ）及びISSB基準（⼜はISSB基準に
基づく法域の基準）の両⽅に同時に準拠したESRS報告書の作成

その場合、以下に留意が必要としている（ESRS-40a ED BC83項及びBC84項）

開⽰が類似するとしても完全に⼀致するとは限らない
それぞれの基準に基づく開⽰が、明確に識別できることが必要
報告書の掲載場所（location）



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

改正ESRSにはEU法令への参照が多く含まれており、ESRS-40aにおいても
同様にEU法令への参照が含まれている
参照の事例

欧州気候法（European Climate Law）規則(EU) 2021/1119
への参照（気候変動に関する移⾏計画の開⽰⽬的において、欧州気候
法の⽬的も⾔及されている）

EU法令への参照（1/3）
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ESRS-40a E1 ED

（注）ESRS-40a EDに基づき、SSBJ事務局が⼀部強調（⾚字・下線）を追加

Disclosure Requirements
Strategy

Disclosure Requirement E1-1 – Transition plan for climate change mitigation
11.(ESRS E1, para 11) The objective of this DR is to enable an understanding of 
the undertaking’s past, current and future mitigation efforts to ensure that its 
strategy and business model are compatible with the transition to a sustainable 
economy and with limiting global warming to 1.5°C in line with the Paris 
Agreement and the objectives of the European Climate Law (Regulation (EU) 
2021/1119), including achieving climate neutrality by 2050.
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参照の事例（続き）
廃棄物枠組み指令（Waste Framework Directive）2008/98/EC
への参照（廃棄物枠組み指令における定義が参照されている）

EU法令への参照（2/3）
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ESRS-40a E5 ED

（注） ESRS-40a EDに基づき、SSBJ事務局が⼀部強調（⾚字・下線）を追加

Disclosure Requirements
Metrics and Targets

Disclosure Requirement E-5 – Resource outflows
APPLICATION REQUIREMENTS – ARs
AR 6 for para. 16(c)(iii) (Waste)
(ESRS E5, AR 6) A list of recovery operations is found in Annex II, Directive
2008/98/EC on waste (Waste Framework Directive). ‘Other recovery
operations’ shall meet the definitions and requirements of the WFD.
When reporting Waste in accordance with paragraph 16(c)(iii), the undertaking
shall specify, if relevant, what these ‘other recovery operations’ are.
Incineration with energy recovery is considered an ‘other recovery operation’
only when it meets the conditions of point R1 in Annex II ‘Recovery operations’
of the WFD.
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ESRS-40a EDにおいて、EU法令への参照が含まれることについて、次のよ
うな考え⽅が⽰されている

EU法令への参照（3/3）

75

実⾏可能性について、意⾒募集及びフィールド・テストで確認することとされ
ている

公正な競争条件（level playing field）の確保に加えて、
国際的な適⽤可能性及び受⼊れの確保が不可⽋である
ESRS-40a EDでは、EU法令を参照する定めについて、国
際化の観点から変更することは提案されていない

EU企業が域内報告を⾏う際にも、EU以外の活動につい
て同様の課題に直⾯する（ESRS-40a ED BC68項）

企業がEU法令への参照をどのように適⽤したかについて、結
果として⽣じる仮定や制限を含め、⼗分な透明性が確保され
るように開⽰を要求することが提案されている（ESRS-40a 2 ED
第7項）
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ESRS-40a EDでは、改正ESRSと同様の経過措置が提案されている
主な経過措置の内容は次のとおり（ESRS-40a 1 ED 第126項から第128項）

最初の３事業年度における、バリュー・チェーンに関する情報に係る経過
措置
最初の事業年度における、⽐較情報の開⽰の免除
特定の開⽰要求の段階的な適⽤

経過措置

76



4. おわりに
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意⾒募集にあたっての取組み

78

EFRAGは次のような取組みを⾏うとしている
ウェビナーの開催（2026年7⽉22⽇実施済）
(https://www.efrag.org/en/news-and-calendar/news/save-the-
date-22-july-webinars-esrs-for-thirdcountry-undertakings)

各法域からのインプットの収集
⽇本を含む15の主要な法域とのワークショップ等を通じたインプット
の収集
各国基準設定主体の関与

フィールド・テストの実施（第三国企業に対する調査）
(https://www.efrag.org/en/news-and-calendar/news/deadline-
extended-to-8-july-esrs-for-thirdcountry-undertakings-field-test-
call-for-expression-of)



https://www.ssb-j.jp/jp/ 


